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　・農業、農村に意欲、活力を取り戻す農政改革

　　・新規需要米の増産で水田のフル活用を
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農業 ・ 農村に意欲 ・ 活力を取り戻す農政改革
国民に安全を、 農業者に希望を、 農村に雇用と賑わいを～石破大臣

　我が国農業の食料需給動向から見た課題は、中長期的には国内産地に対するニーズ、期待は高まっ

ているが、農業者の高齢化、耕作放棄地の増加、農業の担い手不足など国内産地の衰退が先行してい

る。かたや輸入農産物の調達不安、しかし依存度は高まる一方で、豊かな日本の食生活・食文化が危

うい。儲からない日本農業は、産業としての持続可能性の喪失の危機にある。『世界の栄養不足、人口

が急増する中で、我が国が自国で作ることのできる食料を作らずに国土を荒らすことは、世界の食料

需給や環境問題に照らして許されない状況。国民的議論を踏まえ、国の基盤となる農業を持続可能な

ものとし、国民の安心と農業者の希望、そして農村に雇用と賑わいをもたらすことが必要―石破農水

大臣』。

　このような中、農業構造の確立に向けた政策の抜本的な見直しを検討するため、内閣官房長官及び

農政改革担当大臣の主宰による「農政改革関係閣僚会合（※）」が開催された。農政改革特命チーム

が、「農政改革の検討方向」を取りまとめ、農政改革関係閣僚会合において現行のあらゆる農業政策に

ついて検証し見直すことはもとより、政策決定の透明性の向上など国民視点に立った施策運営を図っ

ていくことを決定した。麻生首

相は、農政改革の継続と国民的

な議論を行う旨を指示した。石

破農水大臣は、この指示を踏ま

え、「さらに精力的に改革の検討

を進めていく」と意欲を示して

いる。

　検討方向では、 (1)産業として

の持続性の再生(２)安定的な食

料供給力の再生(３)農村の活力

の再生、の３つの再生が改革の

目的とした。その上で、改革の成

果を国民全体で共有できるもの

とするために、国民的議論を喚

起し、国民に信頼される農政を

推進していくことが不可欠との

考え方を示した。

　具体的な検討項目は、(１)食品の安全性、(２)担い手の育成・確保、(３)農地問題、(４)農業生産・流

通、(５)農業所得の増大、(６)食料自給力問題、(７)農山漁村対策、(８)連携軸の強化、(９)新しい分野へ

の挑戦の９点。今後は、夏を目途に「農政改革の基本方向に関する中間取りまとめ（案）」を閣僚会合

に報告する予定である。並行して、各地で農政の現状と課題について、農林水産省、地方公共団体、

生産者、生産者団体、消費者、食品産業からのヒアリングを行っている。これまでの農業政策の検証

を行った上で、改革の方向性に関する国民的議論を行い、改革の方向を整理することになる。

（※）内閣官房長官及び農政改革担当大臣を主宰者とし、アドバイザリーメンバーは、大泉 一貫／宮

城大学大学院事業構想学研究科研究科長、鈴木 宣弘／東京大学大学院農学生命科学研究科教授、中

村 靖彦／東京農業大学客員教授。
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国民的議論を踏まえ見直し！

国民に安心を！ 農業者に希望を！

◎元気な農業経営を
　後押し

◎地域を支える農業

◎わが国国土資源の
　最大限の活用

◎農業･農村の有する
　潜在的な可能性を開拓

農政改革の目指す方向
農村に雇用と賑わいを！

美味しく安全な農産物を安定供給する農業経営
の育成確保を通じ、農業を魅力あるものとし、
自給力を向上させる。

農地制度の基本を『利用』に転換、米の幅広
い利用促進等により、農地を最大限活用する。
　

集落維持機能、国土保全機能などを最大限
発揮するために、地域を支える多様な農業
を支援する。

検討の視点

農業を起点とした加工・販売の発展の促進に
よる食料産業化、農山漁村の多様な地域資源を
活用した循環型産業・資源総合産業化により、
農村に雇用と活力を生み出す。
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新型インフルエンザが世間を騒がせていますが、怖いのが第２波、第３波がくる今年の秋冬です。う

がい手洗いはインフルエンザだけでなく、他のウィルスからも防御する基本。日々励行ですね。
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新規需要米の増産で水田のフル活用を
　我が国の食料自給力を向上するためには、米粉

用・飼料用のコメ生産や、麦・大豆の生産拡大によ

り水田をフル活用していくことが必要となる。主食

用米との価格差などによる生産調整に対する不公平

感を無くし、輸入小麦・輸入トウモロコシ並みの価

格で供給するには、政策的な支援を強化し、新規需

要米には補助金による継続的所得保障が必要であ

る。コメなどの用途別価格をみると、主食用は25万

円／㌧、加工用16万円／㌧、米粉用8万円／㌧、飼

料用 4 万円／㌧で、輸入小麦６～ 8 万円／㌧、輸入

トウモロコシ3～ 4万円／㌧（※平成20 年の販売価

格及び輸入価格）である。この価格差を政策的に支

援する必要がある。水田のフル活用による安定的な国内食料の供給によって初めて安全な食生活が維

持でき、中山間地の良好な景観と環境の提供、生態系・生物多様性の保全が図れる。

　新潟県においては、所得保障制度の設計とその有効性を把握することを目的として、水田営農の農

業者等が、米価下落や非主食用米の生産による水田フル活用の取組に対し、水田経営全体で一定の所

得が確保できる「水田経営安定化・フル活用モデル事業」の募集（５月１日～６月１日(当日消印有効)

迄）を始めている。水田を最大限活用し、生産調整の対象となる『新規需要米』『加工用米』の生産に

力を入れ、県として小麦使用量の 10％を米粉に置き換える『Ｒ 10 プロジェクト』を提唱している。そ

して、県・市町村独自の補助金も本年度より導入している。

-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-*-
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ＪＧＡＰ指導員研修会を山口県が７月開催予定
　山口県農林水産部農業振興課では、県民の新鮮・安心・安全などの食ニーズや

環境問題への関心が高まる中、自然循環機能を活かして、土づくりを基本に化学

肥料や化学農薬の使用量を低減した循環型農業を推進している。また、循環型栽

培技術に取り組む農業者をエコファーマーとして認定し、化学肥料や化学農薬の使用量を５０％以上

低減した農産物を県独自に『エコやまぐち農産物』として認証するなど様々な取組を進め、循環型農

業の普及・拡大に努めている。このような中、さらに『根拠ある安全』を消費者に届けるため、生産

者等がリスクを回避するためのＧＡＰ手法を学ぶ研修会を開催する。

　国内には色々なＧＡＰがあるが、世界標準のＧＧＡＰ（グローバル・ギャップ）と同等性認証を取

得している、ＮＰＯ法人日本ＧＡＰ協会の「ＪＧＡＰの基礎からケーススタディを用いた実習まで行

う、現場での指導に役立つ実務者向けの指導員研修会」を開催する予定である。ＧＡＰ初心者にも最

適な内容となる。ＪＡ、県農薬商業組合、全肥商連山口県支部、さらに普及指導員、農業生産者にも

呼びかけ参加を募る。地元開催で受講料も少々安く、受講者にメリットがあるようになっている。

水田フル活用産地確立支援事業　－　新潟県の事例

　　水田等有効活用促進交付金　　　55,000円／10ａ
　　21年補正予算　　　　　　　　　25,000円／10ａ
　　　　　計 80,000円／10ａ
　　 　　　　　　　　　　 ＋

　　新潟県独自の補助金 　　　　　　5,000円／10ａ
　　新潟市独自の補助金 　　　　　 20,000円／10ａ

　　合計 新潟市の農家の場合 　　 105,000円／10ａ　　
　　　　　　　　　　　　　

　　　　　

　　米粉用玄米価格＠3000×11俵　　33,000円／10ａ

　　生産者手取り　　　　　　　　　138,000円／10ａ
　

　！注意！ＪＧＡＰ団体認証の内部監査員の資格要件が厳しくなりました！
　３月までは移行措置がとられていましたが、４月からはＪＧＡＰ団体認証の内部監査員の資格要件

が厳しくなっています。団体内部監査員の資格要件の必須要件に、● 日本ＧＡＰ 協会認定 ＪＧＡ

Ｐ 指導員基礎研修 合格、●日本ＧＡＰ協会認定 ＪＧＡＰ 審査員研修 合格、●団体認証講座　合

格、が追加されました。また、団体内部監査補佐役が設定されました。


